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食 料 消 費 の 変 化 と フ ー ド シ ス テ ム の 構 造 変 動
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(千葉経済大学,東京大学つ

1.は じめ に

わが国の食生活は戦後急速な変化をみせた。そ

れは食の外部化である。高度経済成長の時代を経

て現在では,家 庭での調理時間を短縮する食品や

家庭では味わえない食事を求めることが多くなっ

た。人々は身近なところで手に入るものでは飽 き

足らず,よ り新鮮な食材や目新しい広 く食品を積

極的に追い求めるようになったのである。

本稿ではまずこの四半世紀の間に起こった食の

外部化の現象を検討する。次に食品産業の市場構

造と市場成果の変化を確認 しながら,食 の外部化

が食品産業に与えた影響を明らかにする。

2.家 計食料消費の変容

2.1変 化の概要

実質消費の変化1970年 から1995年まで25年間

に穀類,野 菜類の消費が減少し,調 理食品や外食

の消費が増加 している。図1は 家計における世帯

員一人当た り実質消費の変化をみたものである。

食料消費平均1.14倍,年 率でみると0.5%と わず

かだが,依 然 として伸びている。 もっとも伸びて

いるのは調理食品で2.46倍,次 いで外食1.60倍,

飲料1.50倍,肉 類1.46倍 と続く。一方で穀類0.74

倍,魚 介類0.89倍,野 菜 ・海 藻類0.93倍,果 物

0.92倍 と伝統的な食生活を象徴する品目が減少 し

ている。

家庭の食生活に構造的変化が起 きている。この

現象を食事の西洋化 と解釈する考え方もある。 し

かし非伝統的な食品群で著 しく増加したのは肉類

だけで,乳 卵類は1.12倍,油 脂 ・調味料は1.21倍

にすぎない。最近の外食産業の動向をみても,和

食のファミリーレストランや寿司などの売 り上げ

が伸びており,料 理の食材としてみると必ずしも

伝統的な食品群が敬遠 されているわけではない。

食料消費の構成比の推移から確認できるのだが,

家庭消費は調理を外部化した食品を選択する傾向

にある。図2は1965年 以降の家庭の食料消費の割

合を示したものである。ここでの分類は穀物,生

鮮食品,加 工食品,飲 料 ・酒,外 食の5分 類であ

る。生鮮食品は生鮮魚介,生 鮮肉,牛 乳,卵,生

鮮野菜,生 鮮果物を集計したものである。穀物と

生鮮食品は割合が低下,加 工食品 と外食は割合が

上昇,飲 料 ・酒は割合が一定である。70年代以降

の変化は外食を除くとややゆっくりとしたペース

であった。実質消費 と比べると変化が大きくない

のは,価 格の動きが影響している。消費量変化の

図125年 間の実質消費の伸び

資料:総務庁 『家計調査年報』『消費者物価指数年報』
注:iit帯員一人当り実質支出額(全世帯・中分類)の1970年と

95年の比率
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図2食 料支出構成比の推移

資料:総 務庁 τ家計調査年報』
注:穀 物は即席めんを除く。生鮮には牛乳,卵 を含む。

方向と価格変化の方向が反対なため互いに相殺さ

れてしまった。

伝統的な食品群はこの25年間で相対的に割高な

商品になった一方,非 伝統的食品群は割安になっ

た。消費者物価指数のデータから,食 料品平均の

価格変化を基準にして各食品の1970年から1995年

の25年間の価格の相対的な動きを調べた。この値

が1な らば25年間の平均の伸び率と一致する。伝

統的な食品群では,穀 類1.01,魚 介類1.22,野

菜 ・海藻1.14と 食料品平均の上昇率を超えている。

非伝統的食品群では,肉 類0.71,乳 卵類0.63,果

物0.89,油 脂 ・調味料0.76,飲 料0.75,酒 類0.80

と食料品平均の上昇率を下回っている。ところが

外部化の象徴である調理食品は1.19,外 食は1.24

と平均を上回る大きな上昇率を記録 している。ほ

とんどの食品において,実 質消費の変化と相対価

格の変化 との間で逆相関の対応関係が観察される。

一方
,調 理食品や外食の価格は大きく上昇してい

るにも関わらず消費量が伸びている。価格要因以

外の影響が特に大きいことが予想される。

消費変化の分類 荏開津 ・時子山[1994]の 分

析に従えば,家 庭における食料消費の構造変動は

次の4つ の現象に分類できる。

a)高 級化 所得の上昇によってより単価の高

い食品へ消費が変化 している。3つ の単価の

次元が考えられる。1)カ ロリー単価の低い食

品群からカロリー単価の高い食品群ヘ シフト,

2)同種の食品群のなかでより単価の高いもの

ヘシフト,3)同 一食品のなかでより単価の高

いものヘシフト。

b)簡 便化 調理の外部化によって加工度の高

い食品へ消費が変化している。半加工品から

完全な加工品まで間接,直 接 さまざまである

が,家 庭内の調理労働の代替が目的である。

c)多 様化 嗜好の成熟化によってこれまでよ

り多種の食品を消費している。3つ の側面が

ある。1)同種の食品の少品目大量消費から多

品目少量消費へ移行,2)こ れまで存在 しなか

った新商品の開発や輸入,3)従 来の食品にお

ける製品差別化の進展

d)健 康 ・安全性 人口動態が変化し社会が成

熟するにつれ新たな食生活の要素が求められ

るようになった。大きくわけて次の3つ のカ

テゴリーからなる。1)栄養素バランスへの配

慮,2)自 然 ・有機食品志向,3)安 全性次元の

多様化。

これらは相互に連関している。消費者はこれま

でより異なった食品を求めるようになった。それ

が高級なものであったり,差 別化されたものであ

ったり,安 全性の高いものであったりする。消費

者はそれに対して今まで以上の金額を支払う用意

ができている。経済成長による実質所得がそれを

支えてきた。人々が様々な食事の体験を積んでき

たことで,新 しいものを求めるようになったこと

も見逃せない。

安全性の問題は食料消費にとって古 くて新しい

課題である。かつての関心事は微生物汚染の回避

と食品添加物の採用の問題に絞られていたのだが,

現在の関心事は放射線照射,残 留農薬,遺 伝子組

み替え食品にまで広がっている。新時代の問題が
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次々に現れる中,0157や サルモネラ菌による微

生物汚染事件が再び大規模に発生 して,安 全性は

食品消費にとって重大な事項であると改めて社会

的な関心が高まっている。 より高い安全性にため

に食品に対して特別な加工処理が用いられること

も多 くなった。

所得格差 食品群のなかで所得が消費に最も影

響しているのは外食である。図3は1970年 から

1995年の間について食費支出割合の5年 ごとの推

移を示したものである。○は世帯平均の値,■ は

5段 階の中で最高位の所得階層に分類される世帯

の値,◆ は最低位の所得階層に分類される世帯の

値である。■と◆の格差が大きいほど所得の影響

が強いと判断される。このデータは支出割合であ

るので,一 般の需要分析での所得効果をダイレク

図3所 得階層別にみた食料支出構成比

資料:総 務庁 「家計調査年報』
注:低 所得は5分 位所得階級の最低位階級,高所得は同最高位

階級食料費支出に対する割合

トに把握することはできない。商品単価が所得階

層ごとに変化する場合にその分支出割合が高まっ

てしまうからである。ただ高級化の傾向を検討す

るにはこのアプローチの方が優れている。

外食の支出割合には著しい所得階層間格差があ

る。所得が高いほど外食の支出割合が高 くなって

いる。1980年 に一時的に格差が縮まるのだが,そ

の後,再 び拡大する傾向にある。

穀物は低所得層ほど支出割合が高い。その差は

それほど大きなものではないにしても,25年 間一

貫して観察される。支出割合の時系列的動 きも加

えて考えると,穀 物は所得が高いと需要量が少な

くなる劣等財 としての性格をもっていると判断さ

れる。

生鮮食品は時系列的にみると支出割合が低下す

るのだが,所 得階層間でみると所得と支出割合の

間の関係は不安定である。1970年 は高所得階層の

割合が高いが,1975年 は低所得階層の割合の方が

高い。 また1990年と1995年では,平 均世帯の支出

割合は低所得,高 所得世帯それぞれの割合を下回

っている。低所得層と高所得層での支出割合が比

較的高く,中 間階層の世帯の支出割合が低いとい

うU字 型の支出比率になっている。

加工食品は実質所得が高 くなるにつれて時系列

的にその割合を高めているのだが,所 得階層間で

みると逆にわずかながら所得が低い階層で支出割

合が高くなっている。この階層間格差は商品単価

の差から生 まれているようである。

加工食品 加工食品の中で魚の干物や野菜の乾

物など伝統的加工食品の割合は低下し,レ トルト

や惣菜などの調理を外部化 した加工食品の割合は

高 まっている(注1)。 表1に 示 したように1960

年代後半以降30年の間に10%以 上の変化があった。

主婦が家庭外で働 く比率が高まるにつれ,家 事労

働の機会費用が強 く意識されるようになった。残

業や塾などの理由で世帯員それぞれの行動時間も
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表1加i二 食品消費の変容

資料:総 務庁r家計調査年報』

バラバラとなり,こ れまでの調理 ・食事形態を維

持するにはますます手間がかかるようになった。

このため調理時間を大幅に短縮できる冷凍食品や

惣菜などを利用する機会が高くなったのである。

同じ加工品でも食べるまでにさらに手を加える必

要があるものは,調 理時間の観点からすると生鮮

食品と同じである(注2)。

同じ年であれば,異 なった所得階層間でも伝統

的加工食品と調理を外部化した加工食品の支出比

率に1%の 違いもない。この事実は加工食品需要

が時間の機会費用に強 く影響を受けるという考え

方に矛盾しない。個人 ごとの時間の評価は様々で

ある。しかし家計として人々をグルーピングして

しまうと,た とえ所得階層が異なっていても同一

時点であれば彼らの時間評価にはそれほど大きな

格差は存在しないと思われる。このために加工食

品の消費に大 きな階層間格差が現れないのである。

2.2世 代要因の析出

食料消費内容に個別格差を生む要因はいくつか

考えられるが,そ の中で年齢要因は非常に大きな

影響を与 える。通常の商品の場合に年齢はライフ

ステージ別の消費パターンの差を作 り出す。単身,

夫婦,子 供,高 齢者など世帯員の構成内容が重要

な要素である。食料消費の場合に年齢は世代要因

として も効いてくる。過去の食体験や世代として

一般に支持される食事パターンなどが,嗜 好を大

きく左右するからである。

図4は1980年 の世帯主年齢別にみた食料消費の

図4世 帯主年齢別食費構成比(1980年)

資料:総務庁 『家計調査年報。

支出割合を示した。図5は 同じく1996年の支出割

合を示している。世帯には様々な年代の家族が同

居するのだが,世 帯主の嗜好が世帯の食事内容に

比較的影響を与えやすいことから,世 帯主年齢を

そのまま世帯の年齢と読み替えることにする。

穀物と加工食品に年齢間格差はほとんど存在し

ていない。図でみると支出割合はほぼ真円を描い

ている。一方,生 鮮食品と外食については著しい

年齢格差がみられる。生鮮食品の支出割合は,若

年齢層ほど低く高年齢層ほど高 くなっている。外

食の支出割合は,逆 に若年齢層ほど高 く高年齢層

ほど低 くなっている。その格差は年齢とともに傾

図5世 帯主年齢別食費構成比(1996年)

資料:総 務庁 『家計調査年報』



50 浦上財団研究報告書Vol.6(1998)

向的に進行している。

これは年齢の違いによるのではなくて,実 は世

代の違いが生み出したものである。この点を生鮮

食品について確認したのが図6,外 食について確

認 したのが図7で ある。世帯主の年齢階層は5歳

きざみで把握されているので,5年 おきのデータ

を比較するコーホー ト分析をすれば,同 じ5年 間

に生まれた同一世代の人々がどのように消費を変

化させたのか追跡できる。図は反時計回 りに世代

を配置したレーダーチャー トになっている。

生鮮食品についてみると1930年代生まれの世代

から徐々に支出割合が小さくなっていく。グラフ

図6食 費構成比のコーホート分析(生鮮)

資料:総 務庁 『家計調査年報』

図7食 費構成比のコーホート分析(外 食)

資料:総 務庁 『家計調査年報二

は世代を追うごとに巻 く込むような形状をしてい

る。戦前生まれの世代では,調 査年次が違ってい

ても,そ の支出割合がほとんど変化 していない。

異なる年次間でも消費パターンが固定されている

ということは,消 費理論で指摘されることの多い

習慣形成効果がほとんど現われていないというこ

とを意味する。少な くとも生鮮食品の消費につい

ては,戦 前生まれ世代は習慣形成仮説が成立しな

い。

外食では世代を追うごとに支出割合が大 きくな

り,グ ラフは拡がるような形状 をとっている。戦

前世代であっても徐々に割合が高まってきている

のが,生 鮮食品と異なる特徴で,相 対的に強い習

慣形成効果が認められる。

2.3地 域格差の縮小

食料消費のパターンが地域間で平準化している

ことも戦後に観察された変化の大きな特徴である。

地域平準化は食生活のナショナル ・スタンダー ド

の確立を意味する。地方独自の食事,食 材は地域

の伝統文化の一部を形成しており,こ のことが地

域文化を侵食する側面があることは否定できない

事実である。しかしそれを補ってあまりある栄養

水準の向上,消 費機会の公平 さの進展など食生活

が進歩する面を忘れるわけにはいかない。

伝統的食材や独特な料理といった点にまで踏み

込むまでもなく,品 目別の支出構成についても地

域間に相当な格差が存在した。

表2は1965年 の地域別の支出割合の格差を変動

係数で把握したものである。地域間で最もバラツ

キが大きい加工肉と最 も小さいコメとの間には,

6.6倍 の差がある。コメの変動係数が最 も小 さい

ことは,当 時すでにある種のナショナル ・スタン

ダー ドが作り上げられていたことを意味する。変

動係数からすると次いで味噌,醤 油などの調味料,

酒などが全国的に広 く消費されていたことがわか

る。表上部のバラツキの大きい部類に非伝統的な
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表2地 域別消費格差一1965年の変動係数

資料:総 務庁 『家計調査年報』

注:地域別の各商品項目の支出割合について変動係数を

計算した。品目名の頭の数字は分類番号である。

食品がいくつか目につくけれども,し かしながら

すべての非伝統的食品のバラツキが大きいわけで

はない。

この地域間の消費パターンの違いは徐々に平準

化 されてい く。1965年の変動係数 と1995年の変動

係数を比べると,そ の30年間に低下している食品

が多い。図8に 示すように1965年当時の変動係数

の大きさと30年間の変動係数の減少幅との間には,

比較的統計的有意性が高い負の相関が観察される。

地域間でバラツキが大 きかったほどその低下幅が

大 きかった。

図8消 費の地域間平準化
資料:総務庁 『家計調査年報三

3.食 品産業の変化

3.1食 料関連産業の付加価値額

食品産業が農林水産業とあわせて食料供給の車

の両輪 と言われるようになってから久しい。人々

は食品産業の活動に対 して年々多くの対価を支払

うようになってきた。産業連関表によると1990年

になると最終消費者支払額64兆1,200億 円(100

%)に 対 して,国 内農水産業の生産部門の付加価

値額は13兆5,280億 円(21.1%),輸 入農産物 ・加

工品が4兆8,120億 円(7.5%),食 品加工部門の

付加価値が15兆6,070億 円(24.3%),流 通部門の

付加価値が17兆5,970億 円(27.4%),飲 食店部門

の付加価値が12兆5,750億 円(19,6%)で あった。

1970年 について同じ項目の構成比を確認してみる

と,国 内農水産業の生産部門の付加価値額は30.6

%,輸 入農産物 ・加工品は5.3%,食 品加工部門

の付加価値は28.3%,流 通部門の付加価値は26.4

%,飲 食店部門の付加価値は9.4%で あった。こ

のように国内農水産業が生み出す付加価値額の割

合 はこの25年間で9.5%も 低下してしている。こ

のことは必ずしも国内生産が不要になったことを

意味するわけではないが,豊 かな食生活は農林水
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産業だけでは実現しないのである。

前節で詳 しく検討したように現代の豊かな食生

活 とは,高 級化,簡 便化,多 様化,健 康 ・安全性

の向上によって実現される。これらの要素を現実

のものにするためには食品に加工を施したり,サ

ービスを加 えたりする作業が欠かせない
。それに

対する支払いが加工,流 通,飲 食店の食品産業諸

部門の付加価値額として把握されている。 この付

加価値は農業生産から消費者の食卓に至るまで食

品が手渡される過程の中で連続的に付け加えられ

るものであって,各 部門それぞれの活動がバラバ

ラであっては,社 会的に高い満足度を得ることは

できない。これら一連の活動は必ずしも単一の組

織 として統合されている必要はないが,も しそれ

ぞれ独立した組織が担 うならば互いの活動を円滑

に結び付けて各部門で適切な資源配分が行われる

ように,情 報の伝達,危 険分担などについてのル

ールを確立しておく必要があろう。

近年これらの活動のコーディネーションはフー

ドシステムとして概念化されつつある。フー ドシ

ステムの究極の姿として食品産業のインテグレー

ションも考えられなくはない。しかしそれよりも

分権的なシステムを維持しながら食料供給につい

て高い経済効率を達成することが,フ ー ドシステ

ムに求められている課題である。

3.2食 品製造業の市場構造と市場成果

食品供給は主として国内の産業によってまかな

われている。前節で示したように輸入原料 と輸入

加工品の両方合わせても最終消費額のわずか7.5

%に すぎない。流通サービスや外食産業などは非

貿易財であり,今 後もそれらの部門の付加価値額

は国内で発生し続けるであろう。加工品について

も,現 在のところ,89%は 国内の食品製造業によ

って生産されている。鮮度訴求など消費者高品質

志向が海外からの最終商品での輸入拡大を阻んで

きたからであろう。したがって国内消費の動向は

ダイレクトに国内の食品製造業の構造 と成果を左

右してきた。

従来からいわれるように食品製造業には中小規

模の企業が多い。表3は 食品製造業として分類さ

れる各産業について,30年 間の市場構造と市場成

果を調べた結果である。 これによると一事業所当

たりの平均従業員数は,最 小が精米業の20.4人,

最大でも水産缶詰 ・瓶詰製造業の89.8人である。

その一方で近代化された大規模な工場でナショナ

ルブランドの製品を生産する食品企業もあり,こ

のような二極構造は食品製造業の特徴である。

市場規模に比べると企業数が多いのだが,依 然

として参入が続 く業種もある。事業所数が増えて

いるのは,伸 び率の高い順に,冷 凍調理食品製造

業,精 米業,肉 製品製造業,惣 菜製造業,コ ーヒ

ー製造業である。精米業の伸びは制度の規制緩和

の影響であろうが,そ れ以外は消費需要が伸びて

いる部門である。一方で退出 も起こっている。相

対的に減少率が大きいのは,酒 類製造業,清 涼飲

料製造業,パ ン製造業,調 味料製造業,乳 製品製

造業である。これまで事業所数が多すぎた部門で

退出が進行している。

規模が小さく労働集約的で裏返す と労働生産性

の低いことが食品製造業の特徴である。パン製造

業,め ん類製造業,水 産缶詰 ・瓶詰製造業,豆

腐 ・油揚製造業,惣 菜製造業は一人当たりの付加

価値額が500万 円台にすぎない。これらの業種の

ほとんどは労働分配率が50%程 度である。30年問

平均の労働生産性の年伸び率は,生 産工程が例外

的に装置型になっている動植物油脂製造業,コ ー

ヒー製造業,清 涼飲料製造業で12%を 記録 してい

るが,他 は4～6%程 度がほとんどである。野菜

漬物製造業や惣菜製造業は1%を 下回っている。

惣菜部門は需要が伸びて参入企業も多いのだが,

商品特性 として製造工程の合理化 ・近代化は容易

に進んでいない。
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表3食 品製造業の市場構造と市場成果(1966～95年平均)

資料 通産省 『工業統計表』
注:労働生産性は1995年価格基準従業員一人当り実質付加価値額

売上高利益率(粗 利益)は20～30%程 度である。

利益率が高く参入が起 こっているのは豆腐 ・油揚

製造業,野 菜漬物製造業,惣 菜製造業ぐらいで,

逆に利益率が比較的低いにもかかわらず参入が起

こっている業種は肉製品製造業,冷 凍食品製造業,

製茶業,コ ーヒー製造業である。利益率が高いの

に退出が起こっているのは調味料製造業,菓 子製

造業,清 涼飲料製造業,酒 類製造業で,こ の退出

行動はすでに述べた通 り過当競争の調整過程と解

釈すべきものである。

3.3食 品産業の地域構造

食品産業は国内供給および国内需要の両方と密

接に結びついている。食品産業は遠隔地に立地し

てその地域の主要産業になっている例が多い。し

かし企業の立地は原料供給または消費需要に規定

されるこれまでのローカル ・スペシフィックな構

造から徐々に変化してきている。まず第一に生産

技術と流通技術の進歩により今まで以上の規模の

経済性が期待できるようになり,こ れまでのよう

な域内市場の小 ささが制約にならなくなった。第

二に食生活の地域間平準化によって地方でも様々

な食品が消費されるようになり域内市場規模その

ものが拡大 している。

表4は 県別の食品製造業の企業立地分布の状況

を調べたものである。この集中度指標が大きいほ

ど特定の県に立地が集中 していることになる。

1970年 と1995年を比べると人口の集中度はほとん

ど変化していない。したがって人々の食料消費パ

ターンが地域問で平準化すれば,こ れまで特定の

表4食 品産業の地方拡散

資料:『 国勢調査』、 『工業統計表』、 『商業統計表』

注:全 国合計に対する県別の百分比を2乗 して合計

した値で、一種のハーフィンダール指数である。

もし47県で均等分布していたら212.8となる。



54 浦 上財団研究報告書Vol.6(1998)

地域に偏 って消費されていた品目の需要は全国的

に拡がっていくことになる。

推測 される需要の拡散に対応するかのように,

食品製造業や卸売業の県別集中度は低下 していく。

製造業では出荷額べ一スでみた集中度の低下が著

しい。一方,生 鮮農畜産物の流通を扱う卸売業は

逆に商店数ベースでみた集中度の低下が大きい。

食料品卸売業は商店数べ一スと出荷額べ一スの集

中度の低下比率はほぼ同じである。

食品製造業と農畜産物卸売業について事業所数

と出荷額のそれぞれの集中度の変化が大 きく異な

るということは,そ の間に地域的な市場構造が大

きく変化したと予想される。食品製造業の事業所

数はこの25年間で54,570か ら47,577へ と減少して

いる。その過程で特定の県に偏っていた数の事業

所が整理されていったが,そ の時に比較的規模の

大きい事業所が残 り,規 模の小さい事業者が閉鎖

されていったのだと考えられる。一方,農 畜産物

卸売業は25年間で18,234か ら42,537へ と大幅に店

舗数を増や している。新規に出店した結果,県 別

に店舗は拡散していったのだが,参 入した企業の

規模は必ずしも大 きくなかったために販売額の県

別の格差は十分に埋まらなかったのであろう。食

料品卸売業の集中度の低下は商店数でみても販売

額でみてもほぼ同程度であった。商店数は26,296

から53,687へ と倍増し,そ の参入は全国的に平均

していた。 しか し1970年時点の販売額の県別集中

度は非常に高かったために,今 も地域的に偏った

分布構造が残っている。

4.お わ りに

本稿では食料消費構造の変化と食品産業の構造

と成果について統一的な考察を行った。消費パタ

ーンの変化の特徴は加工食品 と外食が大きく増加

したことである。この2部 門の拡大は次の要因を

背景にしている。

a)こ れまで伝統的,地 域的に限られていた食

嗜好が戦後の高度成長によって解き放たれ,

人々が様々な種類の食品を求めるようになっ

た

b)家 庭では不可能な加工や処理を事前に施し

た食材を志向するようになった

c)家 庭内での調理作業が外部化 された

以上の要因を現実のもの としていく過程で食品

産業で発生する付加価値が増 えていった。一つは

新商品の開発,広 域流通の実現による新しい価値

の創造であり,も う一つはGDPの 裏側に隠れて

いた主婦労働の再評価である。

食品産業で生み出される付加価値は確実に高ま

ったのだが,し かし中小規模の企業が多 く労働集

約的な生産形態という構造を大きく変えるまでに

は至らなかった。これは食料消費はそれほどドラ

スティックには変化するものではないという性格

が影響 していると思われる。

今後 も食品構成は緩やかにしか変化しないだろ

うが,そ れを供給する食品産業内のサブセクター,

農業,食 品製造業,流 通業,外 食産業の問の関係

は大 きく変わりつつある。 これらのサブセクター

の相互関係,す なわちこれらの組織間のコーディ

ネーションを意味するフードシステムのあり方が,

これからの食料経済を大きく左右 していくであろ

う。相互関係の形態 は,売 り手(買 い手),売 り

場所(買 い場所),売 り方(買 い方)の 設定のさ

れ方によって様々なものになりうる。国内企業に

とらわれないフー ドシステムの形成も今後進んで

い くだろう。今回,分 析対象にできなかった外食

産業の中には,す でに海外から強い影響を受けた

フードシステムの先駆的事例が多くみられる。

注1)「 伝統的加工食品」に分類したのは,『家計調査年報』

における食品分類のうち,塩 干魚介,魚 肉練製品,他 の

魚介加L品,加 工肉,乳 製品,乾 物 ・海藻,大 豆加工品,
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他の野菜 ・海藻加工品,果 物加工品,油 脂,調 味料であ

る。また 「調理を外部化した加工食品」に分類したのは,

即席メン,主 食的調理食品(弁 当類,調 理パン,他 の主

食的調理食品など),他 の調理食品(調 理食品の缶詰,冷

凍調理食品,そ うざい材料セットなど)で ある。

注2)調 理時聞の機会費用と加工食品需要との関係を分析し

た例はまだない。岩淵[1994]は 主婦の時間機会費用と

外食利用の関係をアンケート調査に基づき分析した。草

苅[1997]は 調理の機会費用とコメ消費の関係を計量経

済学的に分析している。
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AChangeinFoodConsumptionandItsInfluenceontheStructureof

FoodSystem

FumioEgaitsu,Shin-ichiShogenji*andYasuhiroNakashima*

(ChibaKeizaiUniversityandUniversityofTokyo*)

Weanalyzedachangeinpatternoffoodconsumptionanditsinfluenceonmarket

structureandperformanceoftheJapanesefoodindustry.Ouremphasisisplacedon

significantincreaseinprocessedproductsandhome-awayeating.Thesechangesresulted

fromthefollowingfactors.

a)Changingfoodpreferenceofconsumerstowardnewfoodsbeyondtheirlocaltradi-

tionandtaste

b)Furtherpreparatoryprocessforhighhygienecontrolanddevelopmentofnew

materials

c)Morecommercialprecookingforconvenienceandreductioninhomecookingtime

Incrementinvalue-addedofthefoodindustriesstemmedfromactualprogressof

supplyingtheaboveservices;developmentofbrand-newproducts,establishmentof

nationalwidedistributionsystem,andsubstitutionforimplicitvaluableworkofhous-

ewives.

Foodindustriesarestilltraditionalandlaborintensivesectorsandcontainalotof

small-mediumsizefirms.Althoughtheirstructuralevolutionisstagnant,weconfront

dramaticchangeincontractualrelationsamongfoodindustriesincludingprocessing

sectors,distributingsectors,andfoodservices.Aneconomicperformanceoffoodindustry

shoulddefinitelydependuponadesignoffoodsystemasmutualrelationorcoordination

amongsubsectorsassociatedwithfoodsupply.


